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審査会合におけるコメント

No. コメント時期 コメント内容 説明資料

S45
2016年8月26日

第394回審査会合
連動型地震に起因する津波が最も影響が大きいことを確認するため，沖合地点の水位時刻
歴波形を示すこと。

資料「A1-CA-0097」
第Ⅰ章 第４節

S200
2021年7月9日

第989回審査会合

特性化モデル③及び④の想定津波群は，内閣府（2020）の想定津波群の評価結果を上回る
ものの，平沼～天ヶ森付近では部分的に内閣府（2020）の想定津波群の津波高さが大きくな
る要因について説明すること。

第６章 第３節

補足説明資料
第Ⅰ章 第１２節

S201
2021年7月9日

第989回審査会合
内閣府（2020）のすべり量等のモデル化の手法に関する考え方の取扱い，並びに特性化モデ
ルと内閣府（2020）の津波高を比較することの位置付けについて説明すること。

第６章 第３節
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発生要因

十勝沖・根室沖から岩手県沖北部

の連動型地震

各津波の評価
基準津波に対する

安全性
基準津波の策定

破壊開始点，破壊伝播速度，

ライズタイム

基準断層モデルの設定 波源特性の不確かさ

日本海溝付近の海山付近の海底地すべり

海底の地すべり 日高舟状海盆付近の海底地すべり

陸上の地すべり及び斜面崩壊

火山現象

敷地周辺陸域

恵山の山体崩壊

基準断層モデル①～③

（Mw9）

基準津波の評価の全体概要

■地震に起因する津波

■地震以外に起因する津波

（参照）

海洋プレート内地震

[1933年昭和三陸地震（Mw8.35）]

位置，走向，傾斜角，

すべり角

位置，走向，断層傾斜，

傾斜角，断層上縁深さ

基準断層モデル

（Mw8.5）

基準断層モデル

（Mw8.6）

敷地東方沖断層，

恵山沖断層 他
簡易式による検討

津波地震

[1896年明治三陸地震（Mw8.28）]

年超過確率

砂移動評価基準津波の策定

位置，走向，傾斜角，

すべり角

基準断層モデル

（Mw8.45）

プレート間地震※

[1968年十勝沖地震（Mw8.41）]

海域の活断層による地殻内地震

下北太平洋側大陸棚外縁の海底地すべり

ハワイ付近の海底地すべり

地震：十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震

海底地すべり：日高舟状海盆付近の海底地すべり

本資料での説明範囲

【A1-CA-0097】で説明

■地震に起因する津波と地震以外に起因する津波の組合せ

地震に起因する津波と海底地すべり
に起因する津波の組合せ

【A1-CA-0098】で説明 次回以降に説明

※：プレート間地震は，地震調査研究推進本部（2019）
において青森県東方沖及び岩手県沖北部で繰り返し
発生する地震として評価していることを踏まえ，基準津
波の評価対象地震の１つとして選定したが，同地震の
波源域及び地震規模は，十勝沖・根室沖から岩手県
沖北部の連動型地震に包含されるとともに，同地震の
津波高さと比較して十分小さいことから，影響検討用と
して位置付けを変更する。

評価結果の詳細は，補足説明資料「Ⅱ．「プレート間地
震」に起因する津波の評価」に記載。
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３．波源特性の不確かさの考慮

【検討項目】

ⅰ．固着等に関する分析

ⅱ．破壊伝播の検討

（世界の巨大地震との比較

を含めて検討）

東北地方太平洋沖型の地震

（地震調査研究推進本部（2014））

①地震調査研究推進本部
（2012，2014）の評価

④想定波源域及び地震規模の
設定

・想定波源域：三陸沖中部～茨城県沖

・地震規模：Mw9.0

⑤-3：基準断層モデル①

（水位上昇側・下降側）の設定
⑦大すべり域の破壊伝播
特性に関する不確かさ

⑦-2：破壊伝播速度

最も影響が大きい
破壊開始点を抽出

⑦-1：破壊開始点の
位置

 1.0，1.5，2.0，2.5（km/s）

【確認項目】

青森県北部～

茨城県南部の痕跡高の再現性

⑤-1：広域の津波特性を
考慮した特性化モデルの
設定

⑤-2：宮城県沖の
大すべり域の位置

大すべり域の破壊位置に
ゆらぎが存在する可能性
を考慮（南北約10km単位
で移動させた検討を実施）

防波堤の有無による影響
を確認

破壊開始点との位置関係
による影響を確認

・S=129,034(km2)

・Mw=9.13

・S=129,034(km2)

・Mw=9.13

１．想定波源域及び地震規模の設定 ２．基準断層モデルの設定

【確認項目】

ⅰ．地殻変動量（プレート境界の破壊）

ⅱ．沖合いの観測波形（津波伝播）

ⅲ．発電所の津波水位（津波遡上）

⑥-2：宮城県沖の大すべり域の位置

⑥-1：宮城県沖の大すべり域の破壊特性
を考慮した特性化モデルの設定

⑥-4：基準断層モデル③

（水位上昇側・下降側）の設定

⑥-3：基準断層モデル②

（水位上昇側・下降側）の設定

震源断層モデルと津波波源モデル
の断層面積の違いをすべり量の
増分として考慮（約20％）

杉野ほか（2013）を踏まえ，短周期の波
の発生要因を考慮

大すべり域の破壊位置にゆらぎが存在する
可能性を考慮（南北約10km単位で移動させ
た検討を実施）

防波堤の有無による影響を確認

破壊開始点との位置関係による影響を確認

・S=107,357(km2)

・Mw=9.04

・S=107,357(km2)

・Mw=9.04

・S=107,357(km2)

・Mw=9.04

上昇側・下降側それぞれに
ついて，各評価位置におけ
る最大ケース（⑦-2）の大す
べり域の位置と，各基準断
層モデルの大すべり域位置
（⑤-2,⑥-2）が異なる場合，
最大ケース（⑦-2）の大すべ
り域の位置を南北約10km
移動させた津波予測計算を
実施し，最大ケース（⑦-2）
の妥当性を確認する。

③3.11地震発生後の応力状態の
確認

②想定波源域及び地震規模の
確認

（参考）女川原子力発電所２号機 「東北地方太平洋沖型の地震」に起因する津波の評価概要

第989回審査会合（R3.7.9）

資料1-1 p5 再掲
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【検討項目】

ⅰ．構造的特徴に関する検討

ⅱ．固着域に関する検討

ⅲ．破壊伝播に関する検討

【検討項目】

ⅰ．文献調査

ⅱ．津波堆積物調査

１．最新の科学的・技術的知見から想定される

波源域及び地震規模の評価

（３）最新知見から想定される波源域及び
地震規模の評価

（１）波源域及びすべり量に関する検討

（２）地震発生履歴に関する検討

２．想定波源域の設定

【検討対象領域】

ⅰ．十勝沖・根室沖から千島前弧スリバー北東端

ⅱ．十勝沖・根室沖から岩手県沖北部

ⅲ．超巨大地震（東北地方太平洋沖型）

３．特性化モデルの設定

【基本方針】

基準断層モデルの保守性を確保する観点から，最新知見か
ら想定される波源域及び地震規模を上回る，構造境界（破
壊のバリア）を跨ぐ連動型地震を想定。

発電所の津波高さに与える影響が最も大きい領域を想定波
源域に設定。

（４）想定波源域に関する検討

広域の津波特性を考慮した特性化モデル

青森県東方沖及び岩手県沖北部の大すべり域の破壊特性を考
慮した特性化モデル

杉野ほか（2014）の知見を踏まえた特性化モデル

内閣府（2012）の知見を踏まえた特性化モデル

（７-１）特性化モデル③
（申請時：すべり量割増モデル）

3.11地震における宮城県沖の破壊特性を再現する特性化モデル
を参考に設定した特性化モデル

５．動的破壊特性の不確かさの考慮

（詳細パラメータスタディ）

（11）動的破壊特性に関する不確かさの考慮

（７-２）特性化モデル④
（申請時：海溝側強調モデル）

（６）特性化モデル②

（５）特性化モデル①

（１），（２）の検討から，波源域及び地震規模
を以下のとおり評価。

評価の妥当性について，青森県北部太平洋
沿岸で認められたイベント堆積物（基底標高）
の再現性により確認。

千島前弧スリバー北東端

日本海溝・千島海溝
島弧会合部

低地震
活動域

フィリピン海プレート
北東端

：超巨大地震（17世紀型）

：青森県東方沖及び岩

手県沖北部の地震

：超巨大地震（東北地方太
平洋沖型）

（地震調査研究推進本部（2017, 2019）

に一部加筆）

６．評価の妥当性確認

想定津波群の包絡線が，青森県北部太平洋沿岸
で認められたイベント堆積物の基底標高を上回る
ことを確認。

連動型地震の津波評価水位が行政機関（内閣府，
青森県）の津波評価水位を上回ることを確認。

４．基準断層モデルの設定（概略パラメータスタディ）

動的破壊特性（破壊開始点，破壊伝播速度，
ライズタイム）に関する知見を整理したうえで，
詳細パラメータスタディを実施し，最大水位上
昇量・下降量を評価。

波源特性の不確かさが津波高さに与える影響に
関する知見を整理し，概略・詳細パラメータスタ
ディ方法を検討。

各特性化モデルの大すべり域位置を南北約10㎞
単位で移動させた概略パラメータスタディを実施。

（８）大すべり域位置の不確かさの考慮

発電所の津波高さに与える影響が大きい特性
化モデルを基準断層モデル（水位上昇側・下降
側）に設定。

（10）防波堤が津波水位に与える影響を確認

（９）基準断層モデルの設定

連動型地震に起因する津波の評価の全体概要 赤字：申請時からの追加・変更箇所

S● ：審査会合コメントNo.

• 発電所の津波高さに与える影響が最も大きい「十勝沖・根室沖から岩手県沖北部」を想定波源域とし（平成29年8月10日第496回審査会合），3.11地震から得られた知見等を参考に複数の特性化モデルを
設定し，大すべり域位置の不確かさを考慮（概略パラメータスタディ）したうえで，敷地に最も大きな影響を及ぼすモデルを基準断層モデルに設定した。

• 基準断層モデルを対象に動的破壊特性の不確かさを考慮（詳細パラメータスタディ）し，各評価地点における最大水位上昇量・下降量の評価を行った。

• 評価の妥当性を確認するため，想定津波群の包絡線とイベント堆積物，行政機関（内閣府，青森県）による津波評価との比較を行った。

納沙布断裂帯

東通原子力発電所

S200 S201

第989回審査会合（R3.7.9）

資料1-1 p6 一部修正
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目次

１．最新の科学的・技術的知見を踏まえた波源域及び地震規模の評価
１．１ 評価概要
１．２ 波源域及びすべり量に関する検討
１．３ 地震発生履歴に関する検討
１．４ 波源域及び地震規模の評価

２．想定波源域の設定
２．１ 設定方針
２．２ 検討対象領域の選定
２．３ 波源モデルの設定
２．４ 津波予測計算
２．５ まとめ

３．特性化モデルの設定
３．１ 3.11地震から得られた知見の整理
３．２ 基本方針（設定フロー）
３．３ 広域の津波特性を考慮した特性化モデル（特性化モデル①）
３．４ 青森県東方沖及び岩手県沖北部の大すべり域の破壊特性を

考慮した特性化モデル（特性化モデル②，③，④）
３．５ まとめ

４．基準断層モデルの設定（概略パラメータスタディ）
４．１ 検討方針
４．２ 概略・詳細パラメータスタディ方法の検討
４．３ 概略パラメータスタディ
４．４ 基準断層モデルの設定
４．５ 防波堤の影響検討

５．動的破壊特性の不確かさの考慮（詳細パラメータスタディ）
５．１ 検討方針
５．２ 動的破壊特性の不確かさに関する知見の整理
５．３ 詳細パラメータスタディ
５．４ 概略・詳細パラメータスタディ方法の妥当性確認

６．評価の妥当性確認
６．１ 検討方針
６．２ イベント堆積物との比較
６．３ 行政機関（内閣府）による津波評価との比較
６．４ 行政機関（青森県）による津波評価との比較
６．５ まとめ
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６．評価の妥当性確認

６．１ 検討方針

６．２ イベント堆積物との比較

６．３ 行政機関（内閣府）による津波評価との比較

６．４ 行政機関（青森県）による津波評価との比較

６．５ まとめ
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６．評価の妥当性確認

６．１ 検討方針

• 敷地前面海域（青森県東方沖及び岩手県沖北部）ではM９クラスの巨大地震が発生した記録がないことを踏まえ，保守的設定の観点から，最新の科
学的・技術的知見から想定される波源域及び地震規模を上回る地震を考慮することを基本とし，想定波源域の設定にあたっては，構造境界（破壊の
バリア）の破壊伝播を考慮した十勝沖・根室沖と青森県東方沖及び岩手県沖北部の連動を考慮するとともに，大すべり域・超大すべり域の設定にあ
たっては，3.11地震における宮城県沖のすべり量と同規模のすべり量を考慮した。

• また，波源特性の不確かさの考慮にあたっては，国内外のプレート境界で発生している巨大地震に係る知見等を収集・整理し，保守的設定となるよう
に破壊開始点，破壊伝播速度及びライズタイムの不確かさを組み合わせた。

• 今回評価した津波が十分保守的になっているかを確認するため，青森県北部太平洋沿岸で認められたイベント堆積物ならびに行政機関（内閣府，
青森県）の津波評価との比較を行う。

青森県の想定波源域（Mw9.0）

（青森県海岸津波対策検討会
（2015））

この地図は，国土地理院長の承認を
得て，数値地図200000（地図画像）
を複製したものである。（承認番号
平26情複，第5号）

【青森県北部太平洋沿岸で認められたイベント堆積物】

※１：各イベント堆積物の詳細は，補足説明資料「Ⅰ．
「十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震」に
起因する津波の評価 ３．津波堆積物調査」に記載。

※２：イベント堆積物の基底標高を確認することは出来な
かったことから，確認できた下限標高を記載。

東北電力敷地内

調査地点
イベント堆積物※１

有無 基底標高（T.P.）

尻屋崎 有 約8.1m

猿ヶ森
周辺

タテ沼付近① 有 約7.6m※２

タテ沼付近② 有 約11.8m

猿ヶ森川 有 約11.0m※２

材木沢 有 約7.6m

大川 有 約6.8m

小田野沢 有 約4m

東京電力敷地内 有 約7.4m

東北電力
敷地内

A測線 有 約6.1m

B測線 人工改変 ／

C測線 有 約8.6m

D測線 有 約8.4m

尾駮老部川 有 約1.9m

尾駮発茶沢 有 約6.2m

平沼 有 約1.6m

六川目 有 約2.5m

【行政機関（内閣府，青森県）の津波評価】

内閣府の津波波源モデル

日本海溝（三陸・日高沖）モデル（Mw9.1）
（内閣府（2020a））

第989回審査会合（R3.7.9）
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６．評価の妥当性確認

６．２ イベント堆積物との比較：津波堆積物と津波評価についての知見

• 津波堆積物と数値シミュレーションを組み合わせて歴史津波の波源を推定する取り組みが行われているものの（菅原ほか（2013）他），それらの評価
の多くは堆積物分布と浸水域が一致すると仮定している。

• 一方， Goto et al.（2011）は，津波堆積物分布と浸水域とは必ずしも一致せず，従来の評価手法による推定では津波を過小評価してしまう可能性を指
摘している。

• 国土交通省・内閣府・文部科学省（2014）は，上記知見を踏まえ，津波堆積物を用いて津波の評価を行う際，堆積物の基底標高（地盤変動補正後）に
２ｍを加えた値を推定津波水位として評価を行っている。

以上の知見を踏まえ，数値シミュレーションによる津波水位がイベント堆積物の基底標高を２ｍ以上上回ることを確認する。

津波水位推定の考え方（国土交通省・内閣府・文部科学省（2014））

第989回審査会合（R3.7.9）
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• 連動型地震による想定津波群※１とイベント堆積物の比較を以下に示す。

• 連動型地震による想定津波群は，猿ヶ森周辺のタテ沼付近②を除くイベント
堆積物の基底標高を２ｍ以上上回っていることを確認した。

• なお，想定津波群とタテ沼付近②の関係について，津波高さは13.4m，イベン
ト堆積物の基底標高は11.8mであるが，（１）解析に用いた地形データは現状
の地形であり，猿ヶ森川のイベント堆積物が堆積した以降に形成された砂丘
を考慮していること，（２）タテ沼付近②の堆積年代（A.D.50年頃）当時の汀線
位置※２及び標高※３を考慮すれば，十分２ｍ以上上回るものと考えられる。

６．評価の妥当性確認

６．２ イベント堆積物との比較

※１：想定津波群の詳細は，補足説明資料「Ⅵ．計算条件等 ５．想定津波群の作成方法」
に記載。

※２：Tanigawa et al.（2014）は小田野沢付近で津波堆積物調査を実施し，海岸付近の浜堤
列と最も上位にあるイベント堆積物の堆積年代（180年～470年前）の関係から，当該イ
ベント堆積物が堆積した当時の海岸線位置は，現在の海岸線から内陸約200mの位置
と評価している。

※３：下北半島は，隆起速度： ＜0.5m/kaの曲動地域のため（小池・町田（2001）），堆積当時
の標高は，現在の標高よりも低い。

北 南

汀線位置における想定津波群（空間格子間隔278m）とイベント堆積物の比較

猿ヶ森周辺における想定津波群（空間格子間隔5m）
とイベント堆積物の比較
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（No.27a）

猿ヶ森川
（No.30d）

材木沢
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大川
（No.35b）

南北

タテ沼付近①
（No.26e）

：イベント堆積物（当社調査分）
：イベント堆積物（産総研津波堆積物データベース）

〇
×
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６．評価の妥当性確認

６．３ 行政機関（内閣府）による津波評価との比較

• 内閣府（2020a）は，東日本大震災の教訓を踏まえ，津波堆積物調査等の科学的な知見をベースに，あらゆる可能性を考慮した最大クラスの巨大
な津波を検討している。

• 津波断層モデルの構築について，岩手県から北海道の太平洋沿岸地域における津波堆積物資料を基に推定することを基本とし，東北地方～北海
道日高支庁以西及び北海道東部の各海岸での津波堆積物は，その海岸に面した海域で発生した津波によるものと考え，大きな津波を発生させる
地震の領域を，岩手県沖から北海道日高地方の沖合の日本海溝沿いの領域「日本海溝（三陸・日高沖）モデル」と，襟裳岬から東の千島海溝沿い
の領域「千島海溝（十勝・根室沖）モデル」とに区分けしている。

• なお，日本海溝沿いと千島海溝沿いの地震の連動性について，「津波堆積物の年代資料からは詳細な分析は困難であるが， 日本海溝（三陸・日
高沖）モデルと千島海溝（十勝・根室沖）モデルのそれぞれから推計される津波は，二つの領域での地震が連動したか否かに関わらず，それぞれ
の領域における最大の津波によると考えられる津波堆積物を説明するモデルとなっている。」としている。

■内閣府（2020a）の津波評価（１／５）

日本海溝（三陸・日高沖）モデル
（内閣府（2020a））

千島海溝（十勝・根室沖）モデル
（内閣府（2020a））

第989回審査会合（R3.7.9）
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11６．評価の妥当性確認

６．３ 行政機関（内閣府）による津波評価との比較

• 内閣府（2020a）は，岩手県から北海道太平洋沿岸地域における津波堆積物資料（産総研津波堆積物データベース，各種文献等）から，最大の津
波によると考えられる津波堆積物は，岩手県から北海道の日高支庁以西の海岸領域では，12～13世紀あるいは1611年慶長三陸地震または17世
紀に発生した津波によるものが相当し，北海道の十勝支庁から根室支庁にかけての海岸領域では，12～13世紀あるいは17世紀に発生した津波に
よるものとしている。

■内閣府（2020a）の津波評価（２／５）

津波断層モデルの構築に用いた津波堆積物の調査資料（内閣府（2020a））

第989回審査会合（R3.7.9）
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• 各モデルのすべり量分布，破壊開始点位置及び主な断層諸元を以下に示す。
• 破壊開始点について，日本海溝（三陸・日高沖）モデルは青森県，岩手県沖の大すべり域に各々１箇所，千島海溝（十勝・根室沖）モデルについては十勝沖・

根室沖の大すべり域周辺に３箇所設定している。

６．評価の妥当性確認

６．３ 行政機関（内閣府）による津波評価との比較

■内閣府（2020a）の津波評価（３／５）

パラメータ 設定値 備考（設定内容）

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ（Mw） 9.08※３ （logMo-9.1）/1.5

断層面積（S） 76,332（㎞2） 内閣府（2020b）

平均すべり量（D） 14.76（m） 内閣府（2020b）

最大すべり量（Dmax） 40.00（m） 内閣府（2020b）

剛性率（μ） 4.63×1010（N/m2） 内閣府開示データ

地震モーメント（Mo） 5.21×1022（Nm）※３ μ・S・D

平均応力降下量（⊿σ） 6.02（MPa）※３ 7/16・Mo・（S/π）-3/2

破壊伝播速度（Vr） 2.5（km/s） 内閣府（2020a）

ライズタイム（τ） 60（s） 内閣府（2020a）

主な断層諸元

すべり量分布（合計）及び破壊開始点位置※２

パラメータ 設定値 備考（設定内容）

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ（Mw） 9.29※３ （logMo-9.1）/1.5

断層面積（S） 123,141（㎞2） 内閣府（2020b）

平均すべり量（D） 18.77（m） 内閣府（2020b）

最大すべり量（Dmax） 78.09（m） 内閣府（2020b）

剛性率（μ） 4.63×1010（N/m2） 内閣府開示データ

地震モーメント（Mo） 1.07×1023（Nm）※３ μ・S・D

平均応力降下量（⊿σ） 6.03（MPa）※３ 7/16・Mo・（S/π）-3/2

破壊伝播速度（Vr） 2.5（km/s） 内閣府（2020a）

ライズタイム（τ） 60（s） 内閣府（2020a）

主な断層諸元

すべり量分布（合計）及び破壊開始点位置※２

：破壊開始点 ：破壊開始点

※２：内閣府（2020b）に基づき作成

※３：内閣府（2020b）及び内閣府開示データに基づき算定

【日本海溝（三陸・日高沖）モデル】 【千島海溝（十勝・根室沖）モデル】

第989回審査会合（R3.7.9）
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６．評価の妥当性確認

６．３ 行政機関（内閣府）による津波評価との比較

• 解析条件を以下に示す。

■内閣府（2020a）の津波評価（４／５）

第989回審査会合（R3.7.9）

資料1-1 p251 再掲
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６．評価の妥当性確認

６．３ 行政機関（内閣府）による津波評価との比較

• 青森県以南の沿岸での津波高さを以下に示す。

• 発電所が立地する青森県沿岸の津波高さは，日本海溝（三陸・日高沖）モデルの影響が大きいことを確認した。

■内閣府（2020a）の津波評価（５／５）

東通原子力発電所

第989回審査会合（R3.7.9）

資料1-1 p252 再掲

東北地方太平洋沖型地震及び内閣府（2020a）モデルによる青森県以南の沿岸での津波高さ
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Ｍ７～９クラスの地震の断層面積（S）と地震モーメントの関係（Murotani et al.（2013））

平均応力降下量⊿σ=1.57MPa

S＋σ時の平均応力降下量⊿σ=0.82MPa

S－σ時の平均応力降下量⊿σ=3.00MPa
Ｍ９クラスの巨大地震発生域

（Murotani et al.（2013））

※： 3.11地震，2020年チリ地震，2004スマトラ地震，1964年アラスカ地震，1960年チリ地震，1957年アリューシャン地震，1952年カムチャッカ地震

• 震源の断層面積（Ｓ）と地震モーメント（Mo）は自己相似の関係があり（例えば，Kanamaori and Anderson（1975），Somerville et al.（1999）），この関係
は円形破壊面を仮定した場合，断層面全体における平均応力降下量（⊿σ）は地震規模（Mw）に依らず一定であることに対応する（入倉（2004））。

• Murotani et al.（2013）は，国内外で発生したM９クラスの巨大地震※の地震モーメントと断層面積の関係は，日本付近で発生したＭ７～８クラスのプ
レート境界地震の関係（Murotani et al.（2008））と同様であり，その平均応力降下量は0.82MPa～3.00MPaの範囲にあるとしている。

• 以上を踏まえ，特性化モデル①～④は，内閣府（2012），杉野ほか（2014）と同様に，円形破壊面を仮定したスケーリング則を用いて設定している。

• ここでは，内閣府（2020）による津波波源モデルと国内外で発生したＭ９クラスの巨大地震の平均応力降下量及びスケーリング則との比較から，基
準津波策定にあたっての内閣府（2020a）による津波波源モデルの取扱い及び内閣府（2020a）による津波評価の反映方法を整理する。

６．評価の妥当性確認

６．３ 行政機関（内閣府）による津波評価との比較

■基準津波策定にあたっての内閣府（2020a）による津波波源モデルの取扱い及び内閣府（2020a）による津波評価の反映方法（１／４）

【検討方針】

第989回審査会合（R3.7.9）
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地震
地震規模

Mw
断層面積
Ｓ（103km2）

地震モーメント
Mo（1022Nm）

平均応力降下量
⊿σ（MPa）

備考

3.11地震 9.0 110 3.9 2.60 Satake et al.（2013）

2010年チリ地震 8.8 90 1.7 1.53 Fujii and Satake（2013）

2004年スマトラ地震 9.1 220 6.0 1.42 Fujii and Satake（2007）

1964年アラスカ地震 9.1 184.16 6.5 2.00 Johnson and Satake（1996）

1960年チリ地震 9.2 135 7.2 3.54 Fujii and Satake（2013）

1957年アリューシャン地震 8.6 172.5 1.2 0.41 Johnson et al.（1994）

1952年カムチャッカ地震 8.7 120 1.5 0.88 Johnson and Satake（1999）

日本海溝（三陸・日高沖）モデル 9.1 76.3 5.2 6.02 内閣府（2020a）

千島海溝（十勝・根室沖）モデル 9.3 123.14 10.7 6.03 内閣府（2020a）

1960年チリ地震

【Murotani et al.（2013）で用いた巨大地震（代表例）】 【内閣府（2020a）】

3.11地震 2010年チリ地震 2004年スマトラ地震

日本海溝

（三陸・日高沖）モデル

千島海溝

（十勝・根室沖）モデル

• Murotani et al.（2013）で整理されているＭ９クラスの巨大地震の断層モデルと内閣府（2020）の日本海溝（三陸・日高沖）モデル及び千島海溝（十勝・根室沖）
モデルの地震規模（Mw），断層面積（Ｓ），地震モーメント（Mo）及び平均応力降下量（⊿σ）の比較を以下に示す。

• 日本海溝（三陸・日高沖）モデル，千島海溝（十勝・根室沖）モデルの平均応力降下量（⊿σ）は約６（MPa）であり，M９クラスの巨大地震の平均応力降下量
を大きく上回ることを確認した。

６．評価の妥当性確認

６．３ 行政機関（内閣府）による津波評価との比較 S201

■基準津波策定にあたっての内閣府（2020a）による津波波源モデルの取扱い及び内閣府（2020a）による津波評価の反映方法（２／４）

第989回審査会合（R3.7.9）
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• Murotani et al.（2013）によるM７～９クラスの地震の断層面積（S）と地震モーメント（M0），平均すべり量（D）と地震モーメント（M0）の関係に対する
内閣府（2020）による日本海溝（三陸・日高沖）モデル，千島海溝（十勝・根室沖）モデルの比較を以下に示す。

• 内閣府（2020）モデルは，断層面積に対して地震モーメント，平均すべり量が大きく，過去に発生した巨大地震のスケーリング則から大きく外れる
ことを確認した。
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Murotani et al. (2013)

標準偏差 (±σ)

2011Tohoku

2010Maule

2004Sumatra-Andaman

1964Alaska

1960Chile

1957Aleutian

1952Kamchatka

Murotani et al. (2008)

日本海溝（三陸・日高沖）モデル

千島海溝（十勝・根室沖）モデル

（参考）特性化モデル①

Murotani et al. (2013)

標準偏差 (±σ)

2011Tohoku

2010Maule

2004Sumatra-Andaman

1964Alaska

1960Chile

1957Aleutian

1952Kamchatka

Murotani et al. (2008)

日本海溝（三陸・日高沖）モデル

千島海溝（十勝・根室沖）モデル

（参考）特性化モデル①

断層面積（S）と地震モーメント（M0）の関係

（Murotani et al.（2013）一部修正・加筆）

平均すべり量（D）と地震モーメント（M0）の関係

（Murotani et al.（2013）一部修正・加筆）

1923関東

地震

1983日本海

中部地震

1993北海道

南西地震

６．評価の妥当性確認

６．３ 行政機関（内閣府）による津波評価との比較 S201

■基準津波策定にあたっての内閣府（2020a）による津波波源モデルの取扱い及び内閣府（2020a）による津波評価の反映方法（３／４）

第989回審査会合（R3.7.9）
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• 内閣府（2020a）による津波波源モデルの評価上の反映方法を整理するため，国内外で発生したM９クラスの地震の平均応力降下量，Murotani et 
al.（2013）によるM7～9クラスの地震の断層面積（S）と地震モーメント（M0），平均すべり量（D）と地震モーメント（M0）の関係と比較した。

• 検討の結果，内閣府（2020a）による津波波源モデルは，そのモデル設定の特性※１から，過去に発生した巨大地震の平均応力降下量を大きく上回
るとともに，スケーリング則から大きく外れることを確認した。

• 以上から，基準津波の策定にあたっては，内閣府（2020）によるすべり量等のモデル化の手法は考慮せず，行政機関による既往評価※２と位置付け
て，内閣府（2020）の津波波源モデルによって評価される津波水位との比較を行う。

６．評価の妥当性確認

６．３ 行政機関（内閣府）による津波評価との比較 S201

※１：岩手県から北海道太平洋沿岸地域における過去6000年間の津波堆積物資料を基に推定されたモデル

※２：基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド，原子力規制員会，平成２５年６月

■基準津波策定にあたっての内閣府（2020a）による津波波源モデルの取扱い及び内閣府（2020a）による津波評価の反映方法（４／４）

第989回審査会合（R3.7.9）
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• 内閣府（2020a）による津波評価は，発電所の津波水位に与える影響が大きい日本海溝（三陸・日高沖）モデルの断層諸元に基づき実施する※１。
比較検討に用いる地形は，内閣府（2020a）の解析条件にあわせ，防波堤無し地形を用いる。

• 内閣府（2020a）との水位下降側の比較は，防波堤無し地形での影響が大きい基準断層モデル②とする。

６．評価の妥当性確認

６．３ 行政機関（内閣府）による津波評価との比較

■十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震による津波評価と内閣府（2020a）による津波評価の比較（１／５）

※１：津波解析条件の詳細は，補足説明資料「Ⅵ．計算条件 ２．津波解析条件」に記載。

【内閣府（2020）】

東通原子力

発電所

東通原子力

発電所

基準断層モデル① 基準断層モデル②

【水位上昇側の比較対象モデル】 【水位下降側の比較対象モデル】

・破壊開始点：P６

・破壊伝播速度：2.0（km/s）

・ライズタイム：60（s）

・破壊開始点：P４

・破壊伝播速度：1.0（km/s）

・ライズタイム：60（s）

日本海溝（三陸・日高沖）モデル※２

【内閣府（2020a）】

東通原子力

発電所

※２：内閣府（2020b）に基づき作成

第989回審査会合（R3.7.9）

資料1-1 p253 一部修正

：破壊開始点 ：破壊開始点

青森県沖の
破壊開始点

岩手県沖の
破壊開始点
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• 十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震と内閣府（2020a）による日本海溝（三陸・日高沖）モデルの水位上昇側の評価結果の比較を以下に
示す。

• 比較の結果，十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震の評価結果は，内閣府（2020a）の評価結果を上回っていることを確認した。

６．評価の妥当性確認

６．３ 行政機関（内閣府）による津波評価との比較

【水位上昇側】

十勝沖・根室沖から岩手県沖北部
の連動型地震（基準断層モデル①）

日本海溝（三陸・日高沖）モデル※

（青森県沖に破壊開始点を

設定したケース）

■十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震による津波評価と内閣府（2020a）による津波評価の比較（２／５）

（最大水位上昇量分布）

波源モデル

最大水位上昇量（m）

備考
敷地前面 取水口前面

補機冷却海水
系取水口前面

放水路
護岸前面

十勝沖・根室沖から
岩手県沖北部の連動型地震

基準断層モデル① 11.17 9.42 9.73 9.32 防波堤無し

日本海溝（三陸・日高沖）
モデル※

青森県沖に破壊開始点
を設定したケース

9.72 8.25 8.26 8.30 同上

岩手県沖に破壊開始点
を設定したケース

8.98 7.75 7.74 7.80 同上

※：内閣府（2020b）に基づき解析

日本海溝（三陸・日高沖）モデル※

（岩手県沖に破壊開始点を

設定したケース）

第989回審査会合（R3.7.9）
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• 十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震と内閣府（2020a）による日本海溝（三陸・日高沖）モデルの水位下降側の評価結果の比較を以下に
示す。

• 比較の結果，十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震の評価結果は，内閣府（2020a）の評価結果を上回っていることを確認した。

６．評価の妥当性確認

６．３ 行政機関（内閣府）による津波評価との比較

■十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震による津波評価と内閣府（2020a）による津波評価の比較（３／５）

【水位下降側】

波源モデル

最大水位下降量（m）

備考
補機冷却海水系取水口前面

十勝沖・根室沖から
岩手県沖北部の連動型地震

基準断層モデル② -6.55 防波堤無し

日本海溝（三陸・日高沖）
モデル※

青森県沖に破壊開始点を
設定したケース

-6.47 同上

岩手県沖に破壊開始点を
設定したケース

-6.08 同上

十勝沖・根室沖から岩手県沖北部
の連動型地震（基準断層モデル②）

日本海溝（三陸・日高沖）モデル※

（青森県沖に破壊開始点を

設定したケース）

（最大水位下降量分布）

※：内閣府（2020b）に基づき解析

日本海溝（三陸・日高沖）モデル※

（岩手県沖に破壊開始点を

設定したケース）

第989回審査会合（R3.7.9）
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22６．評価の妥当性確認

６．３ 行政機関（内閣府）による津波評価との比較

■十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震による津波評価と内閣府（2020a）による津波評価の比較（４／５）

• 青森県北部太平洋沿岸の汀線位置（空間格子間隔278m）における十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震の想定津波群※１と内閣府（2020a）に
よる日本海溝（三陸・日高沖）モデルの想定津波群※２の比較を以下に示す。

• 比較の結果，十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震の評価結果は，内閣府（2020a）の評価結果を上回っていることを確認した。なお，青森県南
部における天ヶ森付近の部分的な範囲において内閣府（2020）の想定津波群が大きくなる要因については，補足説明資料「Ⅰ．「十勝沖・根室沖から岩手
県沖北部の連動型地震」に起因する津波の評価 １２．内閣府（2020）の津波評価」に示す。

比
較
対
象
範
囲

比較対象範囲 青森県北部太平洋沿岸の汀線位置における十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震の想定津波群と
イベント堆積物及び内閣府（2020a）による日本海溝（三陸・日高沖）モデルの想定津波群の比較※４

※１：連動型地震の想定津波群の詳細については，補足説明資料「Ⅵ．計算条件等 ５．想定津波群の作成方法」に記載
※２：内閣府（2020a）の想定津波群の詳細については，補足説明資料「Ⅵ．計算条件等 ５．想定津波群の作成方法」に記載

S200

：連動型地震の想定津波群

：内閣府（2020a）の想定津波群※３

：基準断層モデル①（特性化モデル②）の想定津波群

：基準断層モデル②（特性化モデル③）の想定津波群

：基準断層モデル③（特性化モデル④）の想定津波群

：特性化モデル①の想定津波群

：イベント堆積物（当社調査分）

：イベント堆積物（産総研津波堆積物データベース）
※３：内閣府（2020b）に基づき解析

〇

×

※４：基準断層モデル以外の特性化モデルを対象に実施した詳細パラメータスタディを考慮した想定津波群とイベント堆積物及び
内閣府（2020a）の想定津波群の比較の結果については，補足説明資料「Ⅵ．計算条件等 ５．想定津波群の作成方法」に記載。
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【内閣府
（2020）】

６．評価の妥当性確認

６．３ 行政機関（内閣府）による津波評価との比較

■十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震による津波評価と内閣府（2020a）による津波評価の比較（５／５）

：基準断層モデル①（特性化モデル②，南へ約100km移動）

：基準断層モデル②（特性化モデル③，南へ約100㎞移動）

：基準断層モデル③（特性化モデル④，南へ約40㎞移動）

：日本海溝（三陸・日高沖）モデル（内閣府（2020a））

基準断層モデル①

（特性化モデル②，南へ約100㎞移動）

基準断層モデル②

（特性化モデル③，南へ約100㎞移動）

基準断層モデル③

（特性化モデル④，南へ約40㎞移動）

日本海溝（三陸・日高沖）モデル
（内閣府（2020a））

大すべり域の重ね合わせ図※２

• 基準断層モデル①，②，③の超大すべり域位置，内閣府（2020a）による日本海溝（三陸・日高沖）モデルの大すべり域位置※１と津波伝播特性の検討結果の
比較を以下に示す。

• 津波伝播特性の検討結果との比較から，日本海溝（三陸・日高沖）モデルの大すべり域のうち青森県沖の大すべり域は，青森県太平洋沿岸全域の津波高
さに及ぼす影響が大きいが，発電所地点に与える影響が大きい大すべり域の位置は，基準断層モデル①，②，③の超大すべり域の位置関係から，日本海
溝沿いにおける大きなすべりであることを確認した。

東通原子力

発電所

東通原子力

発電所

東通原子力

発電所東通原子力

発電所

東通原子力

発電所

超大すべり域 超大すべり域

中間大すべり域

＋超大すべり域
大すべり域

（岩手県沖）

大すべり域

（青森県沖）

※１：本比較では，平均すべり量（14.76m）の２倍の領域を大すべり域と定義

※２：背景は津波伝播特性の検討結果。検討結果の詳細は，補足説明資料
「Ⅵ．計算条件 ６．破壊伝播特性の検討」に記載。

第989回審査会合（R3.7.9）
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• 青森県海岸津波対策検討会（2012）においては，太平洋沿岸に最大クラスの津波をもたらす地震として，中央防災会議「日本海溝・千島海溝周辺
海溝型地震に関する専門調査会」で検討された「三陸沖北部の地震（Mw8.4）」と「明治三陸タイプ地震（Mw8.6）」の領域を網羅する 「H24青森県太
平洋側独自断層モデル（Mw9.0）（以下，「青森県独自断層モデル」という。）」 を設定し，評価を実施している。

• 青森県独自断層モデルは，3.11地震から得られた知見を踏まえ，青森県東方沖及び岩手県沖北部の海溝沿いに大すべり域を設定している。

• なお，青森県（2021）では，青森県独自断層モデルに加え，内閣府（2020a）による日本海溝（三陸・日高沖）モデル，千島海溝（十勝・根室沖）モデル
を用いた津波解析を実施し，それらの最大包絡から津波浸水想定を再評価しているが，内閣府（2020a）による津波評価との比較は，「６．３ 行政
機関（内閣府）による津波評価との比較」で実施していることから，行政機関（青森県）による津波評価との比較は，青森県独自断層モデルの評価と
比較する。

H24青森県太平洋側独自断層モデル（Mw9.0）の震源域及び地盤変動量
（青森県海岸津波対策検討会（2015））

H24青森県太平洋側独自断層モデルの想定波源域
（中央防災会議（2006）に一部加筆）

６．評価の妥当性確認

６．４ 行政機関（青森県）による津波評価との比較

■青森県海岸津波対策検討会（2012）の津波評価（１／２）

第989回審査会合（R3.7.9）
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• 解析条件を以下に示す。

計算格子間隔 A領域：450m, B領域：150m，C領域：50m, D領域：10m

初期潮位 T.P.+0.681m

計算時間 ４時間

計算時間間隔 0.1秒

解析条件

解析領域（青森県海岸津波対策検討会（2012）に一部加筆 ）

東通原子力発電所

６．評価の妥当性確認

６．４ 行政機関（青森県）による津波評価との比較

■青森県海岸津波対策検討会（2012）の津波評価（２／２）
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• 十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震による想定津波群※１と青森県海岸津波対策検討会（2012）による東通村周辺の海岸線上の津波水
位の比較を以下に示す。

• 比較の結果，十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震の評価結果は，青森県海岸津波対策検討会（2012）の評価結果を上回っていることを
確認した。

十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震による想定津波群の包絡線と

青森県海岸津波対策検討会（2012）による東通村周辺の海岸線上の津波水位の比較※２

（青森県海岸津波対策検討会（2012）に一部加筆 ）

６．評価の妥当性確認

６．４ 行政機関（青森県）による津波評価との比較

※１：連動型地震の想定津波群の詳細については，補足説明資料「Ⅵ．計算条件等 ５．想定津波群の作成方法」に記載

：連動型地震による想定津波群

東通原子力発電所

※２：青森県評価では朔望平均満潮位を考慮しているのに対し，想定津波群では未考慮

■十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震による津波評価と青森県海岸津波対策検討会（2012）による津波評価の比較（３／３）
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６．評価の妥当性確認

６．５ まとめ

• 今回評価した津波が十分保守的になっているかを確認するため，青森県北部太平洋沿岸で認められたイベント堆積物ならびに行政機関（内閣府，
青森県）の津波評価との比較を行った。

• 比較の結果，十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震による津波水位は，青森県北部太平洋沿岸で認められたイベント堆積物ならびに
行政機関（内閣府，青森県）の津波水位を上回ることを確認した。

• 以上から，「十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の連動型地震」に起因する津波評価の妥当性を確認した。

第989回審査会合（R3.7.9）
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